
農林水産委員会会議記録

農林水産委員長 森 誠一

１ 日 時

平成３０年４月２４日（火） 午後２時００分から

午後４時３１分まで

２ 場 所

第３委員会室

３ 出席した委員の氏名

森誠一、鴛海豊、土居昌弘、元 俊博、小嶋秀行、久原和弘、桑原宏史

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

な し

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

農林水産部長 中島英司 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）中津市耶馬溪町における山地災害について、執行部から報告を受けた。

（２）平成３０年度行政組織及び重点事業等について、執行部から説明を受けた。

（３）平成２８年の農林水産業による創出額について、農業分野の企業参入の実績について及

び佐伯青果卸売市場の完成についてなど、執行部から報告を受けた。

（３）県内所管事務調査を５月９日、１０日、１５日、１６日、２３日、２４日、２９日及び

３０日に実施することを決定した。

（４）県外所管事務調査を８月２２日から２４日に実施することを決定した。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課議事調整班 主幹 秋本昇二郎

政策調査課政策法務班 主幹 光延慎一



農林水産委員会次第

日時：平成３０年４月２４日（火）１４：００～

場所：第３委員会室

１ 開 会

２ 農林水産部関係 １４：００～１６：２０

（１）中津市耶馬溪町における山地災害について

（２）平成３０年度の行政組織及び重点事業等について

（３）諸般の報告

①平成２８年の農林水産業による創出額について

②おおいた農林水産業活力創出プラン２０１５「アクションプラン２０１８」について

③県計画等の策定・変更スケジュールについて（肉用牛振興計画）

④農業分野の企業参入の実績について

⑤佐伯青果卸売市場の完成について

⑥直轄海岸保全施設整備事業「西国東地区」の新規採択について

（４）その他

３ 協議事項 １６：２０～１６：３０

（１）県内所管事務調査について

（２）県外所管事務調査について

（３）その他

４ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただいまから、委員会を開きます。森委員長

日程に入るに先立ち、去る４月１１日に発生

した、中津市耶馬溪町における山腹崩壊の災害

発生により犠牲となられました方々に対し、

深く哀悼の意を表するため、農林水産委員会と

して黙祷をささげたいと思います。

恐れ入りますが、全員、御起立をお願いいた

します。

黙祷。

〔全員起立、黙祷〕

お直りください。森委員長

御着席ください。

〔全員着席〕

それでは、本日は初めての委員会と森委員長

いうことでございますので、まず、私から御挨

拶をさせていただきたいと思います。

〔委員長挨拶〕

それでは、委員の皆さんの自己紹介森委員長

をお願いします。

〔各委員自己紹介〕

なお、本日は小嶋委員が遅れての出森委員長

席となっております。また本日、委員外議員の

出席はございません。

続いて、事務局職員を紹介いたします。

議事課の秋本君です。（起立挨拶）

政策調査課の光延君です。（起立挨拶）

引き続きまして、執行部の自己紹介森委員長

をお願いいたします。

〔農林水産部長挨拶〕

〔幹部職員自己紹介〕

ありがとうございました。森委員長

ここで、皆さんにお願いいたします。

この第３委員会室では、委員も執行部の皆さ

んも全員マイクの使用をお願いいたします。ま

た、さきほどのように両方マイクのスイッチが

入っているとマイクがハウリングしますので、

マイクは発言の都度、オン、オフをするようお

願いいたします。また、マイクの数に限りがあ

りますので、あわてなくて結構ですので、私の

指名を受けてからマイクを回していただき、ゆ

っくり、はっきりと発言をお願いします。

それでは、まず、次第の（１）中津市耶馬溪

町における山地災害について、農林水産関係の

被災状況等の報告をお願いします。

それでは、お手元の農林水中島農林水産部長

産委員会資料を御覧ください。

１ページ目でございます。

中津市耶馬溪町における山地災害に関する農

林水産部の対応について説明申し上げます。

１概要の（３）被害状況にありますとおり、

今回の山地災害は、山腹の崩壊面積が約１.８

ヘクタール、幅が約２００ｍ、高さは約１００

ｍという大規模なものであり、人的被害のほか、

牛舎１棟や繁殖雌牛等の被害も生じております。

農地につきましては、一部が被災している状況

でありますが、被害の詳細については今後しっ

かりと調査をしてまいりたいと思います。

２農林水産部の対応でありますが、何よりも

人命救助最優先で対応するとともに、近隣住民

の不安もあることから、周辺の山地災害危険地

区のうち類似地形１２か所の緊急点検を実施い

たしました。全ての箇所で大規模崩壊の前兆現

象は確認されておりませんでしたが、３か所で

過去の小規模崩壊や浮き石などが確認されたた

め、出水期に向けて定期的な巡回が必要と判断

しております。

この巡回につきましては、農林水産部と土木

建築部と合同で行ったものでございます。今申

し上げたところについては、農林水産部が対応

したところであります。

また、林野庁による現地調査では、今回の山

腹崩壊は深度が深く、森林の状況が崩壊に影響

を及ぼしたということはないだろうということ

でありますけれども、原因特定につきましては、

地下水や岩盤の風化の状況など、今後、詳細な

調査が必要とされております。

１７日には、林野庁長官に対しまして広瀬知

事が直接出向き、まず一つ目に被災箇所の早期
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復旧に向けた予算確保と技術支援、二つ目に今

回の山地災害の発生メカニズムの早期解明につ

いて要望を行いました。

同日付けで、林野庁から応急復旧工事に関す

る承認が得られましたので、出水期に備え工事

の準備を進めているところであります。昨日か

ら応急復旧工事に取りかかってございます。

それから、２０日には、今後の応急復旧や本

復旧工事を迅速に進めていくために、１２名体

制で災害対策プロジェクトチームを北部振興局

に設置いたしました。

それから、本日午前中に知事、副知事、そし

て担当部局長が中津市役所に赴き、市長をはじ

めとした中津市との意見交換会を開催いたしま

した。これまでの状況ですね、例えば林地、治

山施設の対応状況であるとか、復興対策とか梅

雨時期に向けた対応であるとか、それから被災

者への支援、現状と今後の対応、それから三つ

目に緊急調査の結果と今後の原因調査について、

そして財政支援と、こういった大きな４項目に

ついて意見交換したところであります。県から

御説明を申し上げ、おおむね御理解が得られて、

しっかりと応急復旧と原因究明をやっていただ

きたいというような話もございました。

そのほかにも、市道、橋梁の復旧についてで

ありますとか、農業生産者の設備の復旧につい

て、あるいは避難勧告の解除についての今後の

相談などの要望を受けたところであります。

今後の復旧等に向けては、ただいま申し上げ

た意見などを含めて現場の実態に合った対応を

しっかりとやっていきたいと思っております。

また、応急復旧が終わった後の被災箇所の本復

旧にあたっては、災害関連緊急治山事業など既

決予算での対応を予定しておりますけれども、

事業費用を精査する中で必要が生じれば、補正

予算での対応も検討していきたいと思っており

ます。河川の方は土木建築部で引き続きやりま

すので、土木建築部や国、林野庁との連携を密

に取りまして、全力で対応してまいりたいと思

います。

次に、具体的な復旧作業については担当課長

より説明を申し上げます。

引き続き、資料の２ページ樋口森林保全課長

を御覧ください。

３今後の復旧対応について、御説明いたしま

す。

（１）応急復旧工事について、現場の安全確

保のため伸縮計等を増設し、警戒監視体制を強

化することとしております。また、河川の排水

確保のため既に仮排水管を設置しているところ

ですが、今後、降雨等により土砂が河川や家屋

に流れ込む二次被害を防止するため、大型土の

うなどを設置することとしております。既に、

４月１７日には国の事業採択を受けておりまし

て、出水期に間に合うよう工事に着手していま

す。

（２）本復旧工事については、まず、応急復

旧工事と並行いたしまして今回の山地災害の発

生原因を特定するため、斜面の測量やボーリン

グ調査などを実施することとしております。こ

の調査結果を踏まえて設計を行い、本復旧工事

を着手することとしています。

なお、今回の山腹崩壊は、降雨などとの連動

がない特異な状況で発生しておりますことから、

国と連携を図りながら慎重に発生原因の特定を

進め、それを踏まえた上で最適な工法を選択し、

迅速な災害復旧に努めてまいります。

以上で、説明は終わりました。森委員長

これより質疑に入ります。委員の皆さん質疑

がございましたら。

この耶馬溪の災害を見て、雨も降ら久原委員

ん、何にもなくて災害が起こったということで、

ちょうど１１日以降、臼杵市で選挙がありよっ

たから、ずっと町を歩いてみると危険箇所もあ

るんやけど、よう、俺方もちょっと見ちくりと、

もうどうこうならんみたいな感じで言われるわ

け。雨も降らんでああいうことになるのかとい

うようなことで戦々恐々としちょるような感じ

がする。土木の皆さんと見に行ったりとかいろ

いろするけど、５戸以上なからな駄目だと、だ

からもう、災害復旧の対象としてあとは市町村

でやるしかねえみたいな、そげな話でから駄目

なんやな。

そして、もう俺は今まで考えちみるんやけど、
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例えば昔なら田舎の人というのは、日の当たる

ようないいところは田んぼにしたり畑にしたり

して、自分たちは山の陰に家を建てち住みよる

んは、これは常識やったんよ。だけんど、そん

なことはもう駄目やというようなことで、つま

りもう、いいところに出れと、おまえ方ん裏じ

から２軒か３軒かに銭何千万円もかくるぐらい

なら、もう移動費用を５００万円なら５００万

円やるけんどっか替われというようなことを進

めるっちゅうことも一方では大事じゃないかな

という気がするんやけど、どげん思うかい。

おっしゃるとおりでありま中島農林水産部長

すけれども、これなかなか難しい課題かなと思

っております。やはり今回もそうなんですけれ

ども、今回被災したところは土砂災害の警戒区

域であるとか、山地災害の危険箇所であるとか、

そういった指定をしていたというところでござ

います。そういったところについては、日頃か

ら危険であるということを認識して、どういう

ことが起こればより危険度が増すかというとこ

ろなどを日頃からまず注意していくと。急に、

今、委員がおっしゃったように危ないからすぐ

出ろと言っても、多分なかなか出られるような

状況じゃないと思いますので、まずはそういっ

たソフト対策というところが重要なんではない

かなと。そういったところを進めながら、どう

いうことをやれば一番、市民、県民のためにと

っていいのかと、皆さんのコンセンサスを得な

がら、そういった事業には取り組んでいくこと

になるのかなと思ってございます。

よう分かる。じゃけど、替わるとい久原委員

うやつを前提にして、それは本人に、もうおま

えら、こげんなところはおられんから替われと

かいうようなことはできんと思うんよ。だけど、

替わる場合のということで、そういう資金なん

かの手だてを考えてやれば、ほいで、こういう

こともあるでとか言うたら、それはあとは本人

の問題だから、もうあげなんに何千万円もかけ

ちから防御柵なんか造ったって、俺は無駄と思

うんじゃがな。これを見たときに、そげん思う

わ。

これは、ここで回答するような問題じゃねえ

と思うので、それはまた議会の中でもちょっと

話をしてみたいと思います。

よろしいですか。そのほかございま森委員長

せんか。

この場所は、土砂災害の危険地区と桑原委員

いう形で指定されていたようなんですが、これ

は土木がやるんですかね。

この場所につきましては、樋口森林保全課長

土木で指定をしております土砂災害警戒区域で

ありました。ちなみに治山では、山腹崩壊危険

箇所に選定されていますけど、法的な指定では

ございません。

治山とか土木の方で、そういう指定桑原委員

を、例えば行政がしたいと言って住民の方が嫌

がるという事例はあるんですかね。全ての危険

箇所というのは指定がちゃんとできているのか、

それを教えてください。

危険箇所というのは、ここ樋口森林保全課長

が危険ですよというのをお知らせするようなも

のですので、特に住民の同意というのはないん

です。土砂災害警戒区域になると、例えば特別

警戒区域、レッドとかになると住宅を建てると

きに一定の衝撃に耐えられるような壁構造が必

要だとか、あるいはイエローだったらハザード

マップを配布して、その危険を周知するとか、

そういった法的な制限があり、そういうのに指

定されると不動産価値が下がるのでやめてくれ

と、そういった話があるということは聞いてお

ります。詳細は土木建築部が担当しております

ので、詳しくは存じておりません。

三つ伺いたいと思うんですが、まず土居委員

一つは、土砂流出防備保安林、これをもうちょ

っと詳しく教えてください。それから、落石防

止柵、平成４年から５年で３基建てているよう

ですが、どれぐらいの事業費だったのか。そし

て、マスコミの情報によれば崩落前に山から水

が出ていたとか、山が鳴いたとか、そういう情

報があげられていたんですが、その辺の信憑性

というか、どういう情報があげられているのか

についてお伺いします。

土砂流出防備保安林という樋口森林保全課長

のは、山から土砂が流出しないことを目的とし
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て、一定の森林施業に制限をかけるようなもの

でございます。これに指定されると、例えば森

林全部を伐採する全伐ができなくなるとか、そ

ういった制限はある一方で、保安林に指定しま

すと、例えば固定資産税を免除されるとか、相

続税を一部免除されるとか、所有者の方にはそ

ういった特典があります。

次に、落石防止柵工なんですけど、これは山

崩れを防止するのが目的ではございません。こ

の地区では平成３年に大規模な風倒木災害があ

りました。木が倒れた関係で、転石が山の中に

いっぱいあって、それが転げ落ちてくるのを木

がとめるような機能がなくなったので、広葉樹

林を造成するとともに、当面の間、落石を防止

するためにこういった人工的な施設を造って、

落石から保全対象集落等を守るという目的でや

っておりました。事業費は７，５９６万３千円

で３基で設置しております。

最後の前兆現象のことに関しては、そういう

うわさということで、正直そういうのがあった

かどうかというのはこちらには伝わっていませ

んので、真偽は分かりません。すみません。

よろしいですか。森委員長

何ぼと言ったかな。久原委員

７，５９６万３千円です。樋口森林保全課長

（「ああ、そんくらいか」と言う者あり）

そのほか、委員の皆さま方ございま森委員長

せんか。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、御質疑等もないので、次森委員長

に、次第の（２）農林水産部関係の平成３０年

度の行政組織及び重点事業等について、執行部

の説明を求めます。

それでは、農林水産部の行中島農林水産部長

政組織と部全体の予算の概要について御説明申

し上げます。

資料の３ページを御覧ください。

農林水産部行政組織機構図であります。

平成３０年度の農林水産部の組織につきまし

ては、左側の中ほど太枠の課室数にありますよ

うに、本庁が１５課５室、地方機関が７所属で

あります。水田政策の見直しが進む中、高収益

作物への転換促進や園芸品目のさらなる生産拡

大を図るため、中ほどに書いてありますように

園芸振興室を園芸振興課に改称して、体制を強

化したところです。職員数につきましては、そ

の下の職員数にありますように振興局を含めて

総勢１，１３８名となっております。

組織については、以上でございます。

引き続き、資料の４ページを御覧ください。

平成３０年度の農林水産部一般会計予算の概

要であります。

まず、予算の総額は、上の表（１）予算のう

ち３０年度当初予算額（Ａ）の中ほどの計

（イ）の欄にありますように、５６４億３，４

２７万円であります。２９年度当初予算額

（Ｂ）と比較いたしますと、同欄の右から２列

目にあるように、４億５，３７８万３千円の増

となっております。

これは、下の表にありますように、漁業調査

船「豊洋」の代船建造の着手や肥育牛の安定生

産に向けた素牛預託に関する新規預託頭数の増、

それから主伐・再造林の一貫作業システムの導

入に向けた取組の強化などによるものでありま

す。

次に、公共事業費につきましては、３０年度

当初予算額（Ａ）の上から３番目、うち公共事

業費の欄にありますように、２７４億３，５６

６万８千円となり、前年度と比較すると同欄の

右から２列目にあるように、７億２，８９１万

４千円の増となっております。

これは、農道大南野津線の整備事業が完了す

る一方、九州北部豪雨災害等に伴い災害復旧費

が増加することなどによるものであります。

各課室の組織、予算の説明に先立勝本審議監

ちまして、初委員会でございますので、まず、

本県の農林水産業の現況について御説明いたし

ます。

私からは農業の現況につきまして、２０１５

年農林業センサスの結果を中心に御説明いたし

ます。別冊資料の１ページをお願いします。

本県は、標高０ｍから１０００ｍ近くまで耕

地が分布し、耕地面積の約７０％が中山間地域

に位置する起伏の多い地勢にあります。こうし
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た地理的条件を活かし、米を中心に、野菜、果

樹、花きといった園芸や肉用牛をはじめとした

畜産など、多様な農業が営まれています。

まず、①農業経営体のすがたです。

ア農業経営体数にありますとおり、平成２７

年は２５，４１６経営体となり、前回の２２年

調査と比べ、数にして５,２１５の減少となっ

ています。一方、ピンク色でお示ししている法

人経営体は７３３経営体まで増加し、全体に占

める割合も増えています。

２ページをお開き願います。

イは経営体を規模別に分類したものです。一

つ下のグラフに増減率を示しておりますが、緑

色から左側の２ヘクタール未満の経営体は大き

く減少する一方で、オレンジ色の５ヘクタール

以上の経営体は増加しており、経営体の大規模

化が進んでいます。

一番下のウは、新規就農者数と企業参入件数

の推移です。青い線でお示ししている新規就農

者数は目標とする年２００人前後で推移してお

り、２８年度は過去最高の２２７人となってい

ます。２９年もこれを上回る見込であり、就農

学校など、これまでの施策が実を結びつつある

ものと考えています。赤い線でお示ししている

企業参入についても、目標とする年２０件前後

で推移しています。

３ページを御覧ください。

②の耕地の状況です。ア耕地面積と耕地利用

率の推移を示しておりますが、耕地面積は年々

減少しています。

中央のグラフ、イは九州各県の作付延べ面積

に占める各品目の作付割合を示しています。一

番左が本県の状況ですが、青の部分にお示して

いるとおり、本県の水稲の作付割合は４１.４

％と九州で最も高くなっております。米の消費

量が年々減少する中、稲作偏重の構造から脱却

するため、水田の畑地化を進め、園芸戦略品目

など高収益品目への転換をはじめとする水田農

業の構造改革を進めています。

４ページをお開き願います。

③農業産出額の推移ですが、平成２８年は１,

３３９億円となっており、前年と比べて５２億

円、率にして４％増加しています。これは、青

色でお示ししている米の産出額が作況回復によ

り２１億円増加したほか、緑色の野菜では、新

規就農による生産拡大などにより１５億円の増

加、オレンジ色の畜産では、子牛価格の高騰に

より１９億円増加したことが主な要因となって

います。今後も引き続き産出額が増加していく

よう、各種の取組を進めてまいります。

５ページをお願いいたします。藤本審議監

大分県の林業の現況について御説明いたしま

す。

本県の森林面積は、約４５万３千ヘクタール

と県土の７２％を占め、木材やしいたけの生産

など、林業・木材産業の発展と山村の振興に寄

与しております。

まず、①森林資源の現況ですが、ア森林面積

の円グラフにお示ししておりますように、民有

林面積が約４０万２千ヘクタールと、８８．７

％を占めております。下段左のウに民有林の林

種別面積を示しておりますが 、人工林が約２

１万１千ヘクタール、５２．５％を占めており、

その過半が主伐採期を迎えております。

次に、６ページをお開き願います。

②担い手の状況についてです。ア認定林業事

業体数ですが、木材生産の中核的な担い手であ

り、新規就業者の主な就業先でもある認定林業

事業体は年々増加しており、２８年度で８４事

業体となっております。一方、中段のイ林業就

業者数につきましては、平成２７年が１，７４

３名と平成２２年に比較して１２３名の減少と

なっております。

次に、７ページを御覧ください。

③林業関係の生産量及び価格についてです。

アのａ木材生産量については、平成２８年が１

２３万３千立方メートルと過去最大となってお

ります。その下のｂ丸太価格ですが、平成２８

年の平均価格は、スギが１立米あたり１万３千

円、ヒノキが１万７，４００円であり、前年並

みとなっております。

その下のイのａ乾しいたけの生産量と価格に

ついては、平成２８年の生産量は１，１４４ト

ンで、前年に比べ２９トン増加しております。
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また、平均価格は昨年からの高値を維持してお

り、１ｋｇあたり４，９８７円となっています。

次に、資料８ページをお開き願います。

④林業産出額ですが、平成２８年の産出額は

木質バイオマス向け木材生産の増加により、前

年比５億円増の１９９億円となっております。

最後に、⑤鳥獣による農林産物の被害状況に

ついてです。平成２８年の被害額は前年より４，

２００万円減少し、２億２，５００万円となっ

ていますが、農山村地域の大きな課題として捉

えており、３０年度におきましても狩猟者の確

保やジビエの活用など幅広く対策を講じてまい

りたいと考えております。

引き続き、水産業について村井理事兼審議監

御説明いたします。

９ページをお願いいたします。

大分県の水産業の現況ということでございま

すが、本県は広大な干潟域やリアス式海岸など

変化に富んだ海岸地形を有しているため、沿岸

域では好漁場に恵まれておりまして、海域ごと

に特徴ある漁業や養殖業が営まれております。

まず、①漁業経営体数と就業者数についてで

す。

ア漁業経営体数につきましては、昭和４８年

をピ－クに減少が続いておりまして、平成２５

年は２，３７１経営体となっております。また、

次のイ漁業就業者数につきましても同様であり

まして、平成２５年には４，１１０人となり、

また６５歳以上の割合については４０．９％と

漁業就業者の高齢化が進んでおります。こうし

た中、将来を担う新たな就業者の確保は重要な

課題であることから、漁業学校や就業給付金制

度の運用によりまして、その下のウですけれど

も、平成２８年は６８名の新規就業者を確保し

たところでございます。

次に、１０ページをお開き願います。

②の漁業生産の概況でございます。

ア漁業生産量につきましては、平成２８年の

漁業生産量、一番右端でございますが、前年と

比べますと主に海面養殖業の減によりまして、

５万９，３２３トンとなっております。このう

ち、海面漁業・養殖業の生産量は合計で５万８，

８０７トンとなりますが、これは全国２３位と

なっております。なお主な魚種につきましては、

その下の円グラフを後ほど御覧ください。

次に、１１ページをお願いします。

イの漁業産出額についてでございます。

平成２８年の漁業産出額は、前年に比べ２８

億円減少の３８７億円となっております。この

うち、海面漁業・養殖業の産出額は合計で３７

４億円となりますが、これは全国１２位という

状況でございます。

最後に、ウの水産物価格についてでございま

す。

平成２８年の平均単価は、上段の海面漁業で

キログラムあたり３８３円、中段の海面養殖業

では１，０１５円、そして下段の合計では６３

６円と、前年に比べますと若干下落しておりま

すけれども、本県水産業は主に中高級の魚介類

の取扱いが多いということで、グラフ横の全国

平均と比べますと大きく上回る状況となってお

ります。

ここからは、各課室よ安藤農林水産企画課長

り組織及び重点事業について御説明させていた

だきます。

組織につきましては、今見ていただきました

農林水産委員会資料、重点事業につきましては、

別冊の白色の表紙の予算概要で御説明させてい

ただきます。なお、事務分掌につきましては、

時間の都合もございますことから説明を省略さ

せていただきます。

まず、農林水産企画課関係分について御説明

いたします。

委員会資料の５ページをお願いいたします。

まず、中段の１組織についてです。

当課は、総務班、企画管理班、経理・厚生班

及び世界農業遺産推進班の四つの班からなり、

佐伯市、豊後高田市、杵築市への派遣職員３名

を含めまして総数２７名でございます。

次に、重点事業について御説明いたします。

平成３０年度予算概要の１６ページでござい

ます。

世界農業遺産ファンド推進事業費１５億１０

０万円です。
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この事業は、大分県農業農村振興公社にファ

ンドの原資を貸付け、運用益を活用して世界農

業遺産の保全・継承と地域の元気づくりを支援

するものです。３０年度は認定から５周年とな

ることから、地域住民参加型のシンポジウムの

開催や地元農林水産物を活用した新商品開発な

どの提案を募集するビジネスプランコンテスト

などを実施し、地域の元気づくりにつなげてま

いります。

また、来訪者に世界農業遺産のコンセプトで

ある、農林水産循環を現地で分かりやすく理解

してもらえるよう、クヌギ林とため池、椎茸の

ほだ場を活用したビュースポットの整備にも取

り組みます。

資料の８ペ－ジをお願小野工事技術管理室長

いします。

工事技術管理室関係分について御説明いたし

ます。

当室は、農業土木、森林土木及び水産土木の

技術管理業務を一元的に所管しており、職員は

７名です。

重点事業として、公共工事の公正な競争の促

進と品質の確保のため、価格のみの競争ではな

く企業の持つ技術力も総合的に評価して落札者

を決定する、総合評価落札方式に引き続き試行

的に取り組んでまいります。

委員会資料９ページ田邉団体指導・金融課長

をお願いいたします。

団体指導・金融課関係分について御説明いた

します。

当課は、管理予算班、農協指導班、検査班及

び金融班の四つの班からなり、自治大学校への

研修派遣１名を含め、総数２２名です。

予算概要の２５ページをお願いします。

上段の農林水産業保険普及推進事業費１６２

万７千円です。

農業共済制度や漁業共済、あるいは平成３１

年から導入される農業経営収入保険制度などの

加入促進に向け、大分県農業共済組合等が行う

各地域での説明会の開催や全戸訪問など加入促

進に向けた活動を支援してまいります。

資料の１０ページを太郎良地域農業振興課長

お願いします。

地域農業振興課関係分について御説明いたし

ます。

当課は、管理予算班、地域農業班、安全農業

班、普及・研究班及び広域普及指導班の五つの

班からなり、総数２７名です。なお、広域普及

指導員は、本庁に配置した職員のほか８名が農

林水産研究指導センター内の各研究部に配置さ

れております。

次に、予算概要の３３ページをお願いします。

上段の直売所魅力・機能向上事業費１，６４

２万３千円です。

この事業は、直売所の振興による中山間地域

の活性化と生産者の所得向上を図るものです。

これまでの新商品の開発支援などに加え、新た

に看板・飲食メニューの多言語化などを支援す

るとともに、直売所をより広く知ってもらうた

めのスタンプラリーなどを開催します。また、

県農協と連携し、直売所の福岡展開の可能性調

査を実施します。

続きまして、上野農林水産研究指導センター長

資料１０ページ中段（２）を御覧ください。

農林水産研究指導センター関係分について御

説明いたします。

当センターは、センター本部、農業研究部、

畜産研究部、林業研究部、水産研究部などの１

０所属からなり、総数２３５名です。各研究部

・グループでは、現場ニーズに応える研究、研

究のスピード化、成果の迅速な普及を目指して、

各研究員が一体的に課題解決を図ることを目的

にチーム制を導入しており、チームリーダーを

中心に成果の活用先を明確にした経済性重視の

研究開発を行っています。

次に、１３ページを御覧ください。

下段にあります当センター関係分の主な重点

研究課題について御説明いたします。

土壌水分センサーを活用した小ねぎ栽培に関

する研究では、最適な土壌水分環境を解明し、

灌水ムラの軽減や窒素等肥料成分の利用率を向

上させることで、小ねぎの単収向上を図ります。

また、焼酎粕ケーキ混合物の飼料化に関する研

究では、飼料とするための品質保持や子牛への
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給与技術を確立することで、未利用資源である

焼酎粕ケーキを有効に活用し、飼料コストの低

減を図ります。

資料の１４ペ小関新規就業・経営体支援課長

ージをお願いいたします。

新規就業・経営体支援課関係分について御説

明いたします。

当課は、就業促進班、経営体育成班、企業参

入支援班の三つの班からなり、総数１６名とな

っております。また、地方機関といたしまして

は農業大学校を所管しております。

続きまして、予算概要の５５ページをお願い

いたします。

地域育成型就農システム支援事業費３，３０

７万３千円です。

全国各地で地方創生の動きが活発化し、新規

就農者の確保に向けた競争が激しくなっており

ます。本県では、初期の技術研修から経営発展

に向けたフォローアップに至るまで一貫した支

援体制を構築し、市町村等が行う就農学校及び

ファーマーズスクールの設置・運営を支援して

おります。今年度は、市町村域の就業学校等に

加え、県域の就農を可能とする白ねぎ就農学校

を豊後高田市呉崎の県未利用地に設置いたしま

す。大分県農協が実施主体となり、３１年３月

の開講を目指します。

それでは、資料加藤農地活用・集落営農課長

の１６ページをお願いします。

農地活用・集落営農課関係分について御説明

いたします。

当課は、管理・農地班、農地集積班、集落営

農班及び水田活用推進班の四つの班からなり、

大分県農業農村振興公社への業務援助の１名を

含めて総数２１名です。

続きまして、予算概要書の７２ページをお願

いいたします。

一番下の米政策転換対応型水田畑地化推進事

業費２，４６４万４千円です。

水田農業の構造改革に向け、昨年度を畑地化

元年と位置付け、米から高収益な品目への転換

を図っていますが、この取組を加速するために

は、まずは農地の出し手と受け手のマッチング

をスムーズに、そしてスピーディーに進めるこ

とが肝要です。

このため、畑地化する農地の提供者に対する

協力金について、これまでの面積要件の下限を

引き下げるとともに、新たな単価を設定し、地

域の実情に応じたきめ細かな集積を進めます。

資料の１７ペ後藤おおいたブランド推進課長

ージをお開きください。

おおいたブランド推進課関係分について御説

明いたします。

当課は、管理予算班、国内流通班、海外流通

班、農商工連携班の四つの班からなり、総数１

９名です。

予算概要の８４ページをお願いいたします。

上段の県産いちご「ベリーツ」産地・流通拡

大対策事業費２，９２０万６千円でございます。

戦略品目の一つであります、いちごのさらな

るブランド化を図るため、昨年１２月に初の県

オリジナル品種「ベリーツ」をお披露目し、流

通関係者や消費者からも高い評価を得たところ

でございます。さがほのか等の他品種から「ベ

リーツ」への全面転換に向けまして、栽培技術

を広く普及させるほか、品種転換に必要な生産

資材の導入に対し助成いたします。また、拠点

市場などでの販売促進やＳＮＳを活用した情報

発信、製菓会社等とのコラボ商品の開発に取り

組むことを考えております。

それでは、資料の１８ペー伊藤園芸振興課長

ジをお願いいたします。

園芸振興課分について御説明いたします。

当課は、園芸企画班、野菜班及び果樹・花き

特用班の三つの班からなり、総数１５名です。

予算概要の８７ページをお願いいたします。

活力あふれる園芸産地整備事業費２１億３，

４７７万８千円です。

水田畑地化とあいまって園芸作物の生産者の

規模拡大意欲は高く、園芸戦略品目の産出額は

着実に伸びています。この動きをさらに加速す

るため、生産拡大に必要な施設整備や業務効率

化に資する機械化一貫体系の導入、広域出荷施

設の整備などを支援します。

本年度は、初期投資の負担軽減のため、リー
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ス方式での施設整備を新たにキウイなどの果樹

作物に導入するとともに、新規就農者等に対す

るリース料等の助成を行います。

資料の１９ページをお願い河野畜産振興課長

します。

畜産振興課関係分について御説明いたします。

当課は、管理予算班、畜産企画班、流通推進

班及び衛生環境班の四つの班からなり、総数１

６名です。また、地方機関として四つの家畜保

健衛生所を所管しています。

予算概要の９８ページをお願いします。

上段の畜産物流通促進対策事業費６，３１７

万７千円です。

委員長の挨拶にもありましたように、全国和

牛能力共進会での種牛日本一の好機を逃さず、

おおいた豊後牛の売り込みを強化し、全国に向

けて認知度向上を図ります。そのため、県内外

でのフェア開催など販促活動に引き続き取り組

むとともに、東京・大阪での情報発信拠点であ

るサポーターショップを５店舗から１０店舗へ

と倍増します。

また、クリエーターや流通関係者などから構

成するブランド戦略会議を設置し、おおいた豊

後牛の新たなリーディングブランドを立ち上げ

るとともに、ＰＲ事業を県内外で戦略的に展開

したいと思っています。

資料の２１ページをお願い茶園畜産技術室長

します。

畜産技術室関係分について御説明いたします。

当室は、生産振興班及び酪農・飼料班の二つ

の班からなり、総数１０名でございます。

予算概要の１００ページをお願いします。

上段の肉用牛繁殖経営体確保・働き方改革推

進事業費２，６４５万７千円です。

将来にわたり、おおいた豊後牛の生産基盤を

確保していくためには、農家の若返りを図ると

ともに、大規模な基幹的経営体を育成する必要

があります。そのため、５０頭規模の経営計画

を有する、原則４５歳未満の新規就農者に対し、

施設と省力化機器の一体的整備を３分の２の高

率で支援いたします。

また、畜産農家の労働時間は他産業と比較し

て長く、新規就農者が入りにくいことから、就

農後２年目まで肉用牛ヘルパーを利用する際の

農家負担を、現行の３分の２から３分の１まで

引き下げるとともに、ヘルパー活動の広域化の

検討など作業外部化の全県展開に向けての取組

を進めてまいります。

資料の２２ページをお加藤農村整備計画課長

願いいたします。

農村整備計画課関係分について御説明いたし

ます。

当課は、管理予算班、企画調査班、大規模利

水活用推進班、土地改良指導・換地班及び農村

環境保全班の五つの班からなり、熊本県への派

遣１名を含め、総数２４名です。また、地方機

関として、大分県央飛行場管理事務所を所管し

ております。

予算概要の１１７ページをお願いします。

上段の農業農村整備計画調査事業費１億１,

０４１万８千円でございます。

この事業は、水田の畑地化や低コスト化、大

規模園芸産地づくりに向けた基盤整備を推進す

るための構想や計画作成に取り組むものでござ

います。平成３０年度は宇佐市和間地区で畑地

化を進めるため、おおむね１００ヘクタールを

対象に、土壌調査などによる畑地の適地調査や

農家の意向調査を行い、農地再編整備構想を作

成いたします。

資料の２４ページをお願堤農村基盤整備課長

いいたします。

農村基盤整備課関係分について御説明いたし

ます。

当課は、農地整備班、農村総合整備班、防災

班の三つの班からなり、総数１４名でございま

す。

続きまして、予算概要の１２８ページをお願

いいたします。

下段の中山間地域総合整備事業費２４億１，

６６２万５千円です。

この事業では、中山間地域の条件にあった生

産基盤と生活環境の整備を総合的に行ってまい

ります。特に、豊後大野西部２期地区におきま

しては、昨年度、地すべり被害がありました綿
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田地区の整備を進めることとしております。現

在、地元や豊後大野市と事業の手続を進めてお

ります。今後も、地すべり対策工事を行ってい

る土木建築部と連携しながら、早期の復旧を目

指していきます。

続きまして、予算概要１３５ページをお願い

いたします。

上段の団体営耕地災害復旧事業費５０億１，

９５１万９千円です。

平成２９年度の九州北部豪雨及び台風第１８

号による被災箇所数は、農地１，５３０か所、

施設７６６か所の計２，２９６か所です。平成

２９年度末現在、約４３％にあたります９７８

か所で復旧に着手したところでございます。今

後、工事の進捗を高めていくとともに、仮畦畔

などの営農対策を行うことで、被災農地の８割

以上で今年の作付けが可能となるように、市町

と連携して取り組んでまいります。

続きまして、資料の２５ペ諏訪林務管理課長

ージを御覧ください。

林務管理課関係分について御説明いたします。

当課は、管理予算班、森林・林業企画班、林

道班及び林業経営支援班の四つの班からなり、

熊本県及び宮崎県派遣の２名を含め、総数２５

名からなってございます。

続いて、予算概要の１４５ページをお願いい

たします。

一番下にあります再造林担い手確保支援事業

費３９４万４千円についてでございます。

本県の人工林は、５１％が伐期を迎え、間伐

から主伐・再造林への転換を図る必要性がある

中、今後、造林作業者の不足が見込まれてござ

います。このため、新たに認定林業事業体等が

行う造林作業に特化したＯＪＴ型研修に助成す

るとともに、就業環境の改善に向けた安全装備

の導入などを支援します。

それでは、資料の２７ペー河野林産振興室長

ジをお願いいたします。

林産振興室関係分について御説明いたします。

当室は、木材振興流通対策班及び椎茸振興班

の二つの班からなり、宮崎県からの派遣職員１

名を含め、総数１１名でございます。

予算概要の１５０ページをお開きください。

椎茸振興対策事業費２億７５９万１千円であ

ります。

質・量ともに日本一を誇る乾しいたけについ

ては、生産者の高齢化が進んでいることから、

生産量の維持と技術の継承に向け、新規参入者

の確保対策を強化することが必要であります。

そのため、しいたけ版のファーマーズスクール

を開設するとともに、研修生に対する就業給付

金制度を創設いたします。また、新規就業時の

初期投資を軽減するために、リース団地の整備

やほだ木造成に対し助成をいたします。

資料の２８ページをお願い樋口森林保全課長

します。

森林保全課関係分について御説明いたします。

当課は、管理予算班、林地保全班及び治山班

の三つの班からなり、総数１２名でございます。

予算概要の１６８ページをお願いします。

事業名欄の上から２番目、復旧治山事業費か

ら１７０ページの一番下の保育事業費までの一

般治山事業２７億４，４７０万円です。

これらの事業は、台風や集中豪雨等による山

地災害から県土と県民の生命財産を守るととも

に、森林の維持造成を通じて生活環境の保全や

水資源の涵養を図るもので、豊後大野市の傾城

地区など計９１か所で実施することとしており

ます。

資料の２９ページを森迫森との共生推進室長

お願いします。

森との共生推進室関係分について御説明いた

します。

当室は森づくり推進班、森林環境保護班の二

つの班からなり、総数１２名です。

予算概要の１７２ページをお願いします。

鳥獣被害総合対策事業費７億５，９８１万５

千円です。

鳥獣被害額は年々縮小しておりますが、依然、

深刻な被害が発生しており、また、高齢化によ

る狩猟者の減少も課題となっています。このた

め、狩猟の魅力を若者や女性に伝えるセミナー

や、狩猟免許取得者の技術力を高めるためのス

キルアップセミナーを開催します。
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また、２９年度から始めた狩猟免許に係る手

数料等の減免については、３０年度は狩猟税の

不徴収対象を銃の有害捕獲専従者まで拡大しま

す。捕獲報奨金については、国と同様にジビエ

処理施設への搬入の有無による単価差を設ける

ことで、ジビエ利用の拡大もあわせて図ってい

きます。新単価につきましては、運用基準の作

成や周知期間等を考慮して１１月から導入する

予定です。

資料の３０ページをお願い中野森林整備室長

いたします。

森林整備室関係分について御説明いたします。

当室は、造林・間伐班、県営林管理第一班及

び県営林管理第二班の三つ班からなり、総数１

３名でございます。

予算概要の１５９ページをお願いいたします。

下段の主伐・再造林システム構築事業費１億

１，７０３万７千円です。

主伐・再造林の低コスト化を図るため、伐採

した立木を、枝葉を残したまま丸ごと山林から

持ち出す全木集材と再造林の一貫作業に取り組

む経営体を育成いたします。また、この一貫作

業に不可欠な、通年で植栽が可能なコンテナ苗

の増産に必要な施設整備等を支援いたします。

資料の３１ページをお願い岡田漁業管理課長

いたします。

漁業管理課関係分について御説明いたします。

当課は、管理予算班、団体流通班及び漁業調

整班の三つの班に加え、漁業取締船「あさか

ぜ」、「はつかぜ」及び「はやて」の３隻を所

管し、宮城県への派遣職員１名を含めまして、

総数３４名です。

予算概要の１８１ページをお願いいたします。

上段の県産水産物流通拡大推進事業費１，４

３９万９千円です。

かぼすブリやかぼすヒラメ、養殖ヒラマサな

どの戦略魚種の販売を促進するため、関西や福

岡などでの販路開拓に取り組みます。また、毎

月第４金曜日のおおいた県産魚の日については、

消費拡大につながる量販店での対面販売を促進

するなど、より効果的に取り組んでまいります。

さらに、県産魚の新たなマーケットを開拓す

るため、養殖ブリを用いた照り焼きなど、消費

者ニーズを踏まえた加工品開発などに取り組む

など、引き続き県産魚の消費拡大に努めてまい

ります。

資料の３２ページをお願い景平水産振興課長

いたします。

水産振興課関係分について御説明いたします。

当課は、振興班、漁場整備班、資源管理班の

三つの班からなり、総数１４名です。

予算概要の１９５ページをお願いいたします。

上段のブリ類養殖業成長産業化推進事業費１，

７７２万円です。

本県の基幹産業の一つであるブリ養殖をさら

に伸ばすためには、国内消費が低迷する中、こ

れまで以上に輸出に取り組む必要があります。

そのため、県漁協が行う輸出用養殖施設の整備

を支援するとともに、相手国の衛生基準に適合

した生産マニュアルを作成いたします。

また、ブリ養殖業者の経営安定に資するヒラ

マサとの複合養殖を推進するため、ヒラマサの

人工種苗の中間育成等に取り組みます。

資料の３３ページをお中村漁港漁村整備課長

願いします。

漁港漁村整備課関係分について御説明いたし

ます。

当課は、管理予算班、企画調査班、建設班の

三つの班からなり、職員数は総数１４名です。

予算概要の２０４ページをお願いいたします。

九州の東の玄関口としての拠点化推進事業費

３，１３５万１千円です。

国東市の竹田津港には、本県と中国地方とを

結ぶ周防灘フェリーが就航しております。フェ

リー利用客の待合室として利用されている上屋

は、昭和４３年に県が建設したものですが、建

築から４８年が経過し老朽化が激しいことから、

フェリー会社による立て替えが計画されていま

す。本事業では、県の所有物である現行の上屋

を解体するために必要な設計委託費と解体工事

費などを計上しています。

新しい上屋についてはフェリー会社が建設し

ますが、サイクルハブの設置など観光振興の面

からも機能充実が予定されています。なお、完
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成はラグビーワールドカップ開催前の３１年７

月の予定です。

以上で、説明は終わりました。森委員長

これより質疑に入ります。委員の皆さん何か

ありましたらどうぞ。

新規就農・経営体支援課なんだけど、久原委員

久しぶり農林水産委員会に所属したので農業大

学校に行ったんよ。ほんで、またちょっと入学

式にもと思って行ったところが、４８人もおっ

ちょって、びっくりしてな、これはえらい増え

たなと思ったんやけど、前から比べてどういう

推移になっちょるか、ちょっと紹介してくれん

かい。

まず、３０年小関新規就業・経営体支援課長

度の入学者数ですけれども、今年度につきまし

ては５８名入学者数がおります。（「そう、５

８人じゃ」という者あり）今年５８名というの

は結構多いんですが、現在、大体この５０数名

ぐらいの数字で推移しているような状況でござ

います。定員が６０名ですので、定員は満たし

ておりませんけれども、大体５０名前後で推移

しているかと思いますが。（「前んときは少の

うなかったかな。違う。もういいや、後でい

い」と言う者あり）

小関課長、よろしいですか。森委員長

調べまして、小関新規就業・経営体支援課長

後で答えたいと思います。

よろしいですか。そのほか。森委員長

二つ伺います。土居委員

農林水産研究指導センターの水産研究部なん

ですけれども、再編に伴って内水面の皆さんに、

昨年度コンパルホールで説明会をされたという

ことは伺っております。内水面の皆さんは、な

かなか納得していない方がいらっしゃって、そ

の後、その辺のすり合わせというか再編への持

っていき方、どのようになっているのかちょっ

とお伺いしたいと思います。

それからもう一つは、水田農業の構造改革、

これを例えば畑地化によって進めようとされて

おりますが、実際、畑作をやっている皆さんは

悲鳴を上げているのが現状でありまして、この

４月、野菜は安いと、大分県の野菜協会の安定

資金も４月は出ないとかあって、なかなか取り

組めないという苦情も出ていますし、マルチで

廃プラの回収が１キロ５円ぐらいだったのが、

１キロ５０円になるという状況なので、何か手

はないのかとかをいろいろ聞かれるんですが、

検討しましょうとしか言っていないんです。畑

作を進めるにあたって、多分現状のいろんな仕

組みも変えていかなければならないのかなとい

う思いもあるので、その辺についてもお伺いし

たいと思います。

それでは、さきほど太郎良地域農業振興課長

の内水面の試験場の統廃合についての御説明を

させていただきます。

その経緯につきましては、見直しの内容とそ

の効果について、これまで主な内水面漁業や養

殖業者に対する個別説明に加えて、関係者に対

する説明会を複数回開催するなど丁寧に対応し

てきております。そういう中で、内水面一部の

施設が廃止され、浅海チームや水産研究部と一

緒になると、内水面の業務より海面の業務が優

先されてしまうのではないかといった不安の声

もいただきましたけれども、言うまでもなく、

内水面漁業、養殖業の振興は、本県農林水産業

の重要な課題の一つでありまして、また、内水

面漁業等は観光客への食材提供など、観光振興

の観点からも重要な役割を担っているところで

す。今回の見直しでは、内陸部で増加している

疾病対策等の現地ニーズへの対応体制を強化す

るだけでなく、養殖基盤の整備や養殖普及活動

等の消費拡大対策など、支援策を講じて全体と

して内水面漁業等の振興にしっかりと取り組ん

でいきたいと考えております。

そういう中で、平成３１年４月をめどに疾病

診断施設を豊後高田市にあります浅海チームに

新設し、県北と県南の２拠点体制で疾病対策に

対応していくと。そういうことが今決まってお

ります。今後の体制については、これからまた

１年検討しながら、来年には新しく移転してい

きたいと考えております。

水田の畑地化の加藤農地活用・集落営農課長

取組でありますが、米に依存した構造から脱却

するためにということで、昨年度から取り組ん
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でおります。

まず、戸別農家の規模拡大、そして各自で行

われているファーマーズスクールや新規就農者

の出口、就農地をしっかり確保する。それと、

参入企業から要望のある農地を確保するといっ

た観点でやっております。

豊後高田市では、白ねぎの団地の計画がされ

ておりますし、マーケットの評価が高い白ねぎ、

ピーマン、にらといった県の戦略品目を中心に、

加工野菜としてのホウレンソウ、キャベツとい

った露地野菜コースといったところで総合的に

取り組んでいきたいと思っています。

土居委員の水後藤おおいたブランド推進課長

田の畑地化に伴う露地野菜の件についての話な

んですけれども、実は先般、森委員長も完成式

に出席をいただきましたけれども、豊後大野市

にフレッシュグルメという加工場が新たに出来

上がりました。この加工場に供給する農家群と

いいますか、集落営農や農業生産法人、それぞ

れの方々の農地面積を合わせますと、ほぼ７０

０ヘクタールに近いぐらいの農地で、もう既に

６０ヘクタールを超える契約栽培がスタートし

ております。非常に好調なことから、この秋に

は既に同じ敷地内に第２工場の建設計画がござ

いまして、将来的には、産地であります竹田に

も第２工場を建設したいというような意向がご

ざいます。当然今、春野菜の出荷はピークでご

ざいまして、全部それが市場に流れると、価格

は一時的に暴落しますけれども、契約栽培とし

ての取組で、非常に農家さんも作付意欲が高ま

っております。豊後大野市のある農業生産法人

は、前は水田も同じ地区に作っていましたけれ

ども、今は完全に畑地化で、この契約面積を広

げていこうという動きもございますので、でき

るだけそういった取組を進めてまいりたいと考

えておるところでございます。

今、委員の御質問にありま伊藤園芸振興課長

したように、野菜の価格は変動するということ

は避けて通れないところがありますけれども、

今畑地化で進める品目は、園芸の戦略品目と園

芸戦略品目ネクストといった２０品目を中心と

して、そういう価格の暴落のおそれがない売り

場がしっかりしているものを品目として選んで

いるところであります。予算概要の８９ページ

の上段に野菜価格安定対策事業費というのがご

ざいます。そこに書かれている品目、秋冬はく

さいとか、夏秋ピーマンという欄があります。

そこに入っている対象品目は、価格安定の補塡

の対象になるということで、暴落した場合にセ

ーフティーネットが働くようになっています。

そういったところも考慮しながら進めていきた

いと考えております。

マルチの対策とか、何かないんでし土居委員

ょうか。使っているものですから、農家自身で

処理をしないといけないというのは基本だと思

うんですが、ゼロが１個新しく付くというぐら

いの値上がりなので、どうしたもんかなと思っ

ていますが、お願いします。

具体的な対策というのはな伊藤園芸振興課長

いんですけど、（「そうですよね」と言う者あ

り）やはり産業廃棄物に類するようになるので、

勝手に捨てられないということで、もう浸透し

ていますけれども。それが５円が５０円になる

というのは存じていないので、それをどうする

かという具体的な案も今のところ持ち合わせて

いないというのが現状でございます。（「分か

りました。ありがとうございます」と言う者あ

り）

さきほど、後藤課長からありました森委員長

フレッシュグルメは、今度所管事務調査で５月

１５日に伺うことになります。商工労働企業委

員会も調査に行くようになりますので、しっか

り勉強してきます。

さきほどの農小関新規就業・経営体支援課長

大の入学者数の推移でございますけれども、平

成２１年度が３５名、２２年度が４９名、２３

年度が４６名、２４年度が５３名、２５年度が

４１名、２６年度が５６名、２７年度が５３名、

２８年度が４４名、２９年度が５３名で、今年

度が５８名という状況でございます。

よろしいですか。（「はい」と言う森委員長

者あり）

畑地化の件で、前回一般質問で少し元 委員

だけしたんですけど、私ども宇佐の現状を見ま
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すと、非常に広大な農地なんで、ほとんどがま

だ米麦、大豆ぐらいまでで進歩していない。私

は四日市なんですけど、四日市の農家の方で、

中には複合経営をうまくやっている人もおりま

す。年中、この前も高値のときに、はくさいを

どんどん出していましたけど、子どもも帰らせ

て、作付け自体は全体で３町ぐらいしかやって

いないんですけど、年中やっていって、結構食

える農家としてうまくやっているんです。なか

なかそれ以外、企業農家として法人化している

といっても、ほとんどが集落営農の法人化みた

いなことばっかしです。私どもが心配するのは、

先が読めないというか、後継者が全く育ってい

ないというような状況で、ただ米麦を作るのに

は、非常に条件がいいもんですから、今までは

どんどん作付けを広げると、大型化するという

一点張りで来ているんですね。なかなか踏み切

れないなというのが実際ありまして、里芋を作

っている方もおります。大豆は常識的なんです

よね、みんな作っています。それ以外のいわゆ

る野菜とかいうものに、そういった各県下の複

合経営でうまくいっているところ、特に宇佐平

野みたいなところは新しい品目を集落営農でも

法人でもいいんですけど、そういうのを本当に

試験的にというか推進していって、一つの産地

を作っていくという可能性は十分あるんではな

いかなと思うんです。本当に踏み切れないとい

うのが現実なので、ぜひそういったことに振興

局を中心に、また試験場を中心にもう少し力を

入れて、畑作に一部転換しながら後継者が育つ

ような状況を作っていただきたいなと思ってい

ます。

じゃないと、恐らく今の現状でいきますと、

集落営農にしたってもう７０歳を超えたぐらい

の人たちが頑張っておるというような状況で、

法人化もやっていますけれども、あくまで米麦、

大豆を中心で、その枠を踏み出していない。今

は何とか食えるんですけど、これ補助金もなく

なりますし、また、米価の下落ということも十

分考えられますので、今のうちからぜひ手を打

って力を貸していただきたいと思いますけど、

よろしくお願いします。

稲作農家、集落加藤農地活用・集落営農課長

営農に対する対応なんですが、一つは集落営農

組織です。昨年から取り組んでいますが、試験

導入で、園芸品目に集落営農法人が新たに取り

組むときに導入を支援しております。本年度か

ら稲作を中心とした農家さんが園芸にいきなり

取り組むのは非常に困難性が高いということで、

濃密指導員を派遣するという制度を新たに作り

ました。さらには、今、宇佐地域を中心に地域

の畑地化を推進する上で、こういった品目を作

りませんかといったパンフレットを作りまして、

北部振興局が取り組んでおります。非常にいい

取組ですので、これを県下で広げていきたいと

思っております。

なるべくそういった会議とか、セミ元 委員

ナーとか、そういうのをぜひ持っていただいて、

企業農家、法人化しているところも、集落営農

しているところも、そういうのに参加すること

によって、ほんならちょっとうちでやってみろ

うというのが何か所かできれば。いいごたんの

うと宇佐弁で言いますよね。ほんで、広まって

いくかなと思います。ぜひそういったセミナー

だとか前例だとか、例えば作付けに対する指導

もそうですけれども、収益の効率だとか、やっ

ぱりやってみろうかなという思いになるように、

そういうセミナーとか講習会をぜひ盛んにやっ

ていただきたいと要望しておきます。

いろいろな農林水産の品目で、戦略桑原委員

的なのをたくさん一生懸命やっていただいてい

るというところは分かるんですけれども、ブラ

ンド化を目指すもの、例えば豊後牛、いちごの

「ベリーツ」とか、魚でいえば、かぼすブリと

か、ヒラマサとか、そういうものをあまり地元

で目にしない。佐伯では最近、かぼすブリ入荷

しましたとかいうのはよく見かけるようになっ

たなと思うんですけれども、夏はヒラマサです

とか、そういうのはあんまり見ないですし、特

に豊後牛、市内で食べようと思ってもあんまり

豊後牛といって市内で出している店が見当たら

ないなと思うんですね。このブランディングし

ていく上で、やはり地元の店との協力というか、

地元に行ったからこそ食べられるというのが非
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常に大切じゃないかなと思っております。

いろいろ今後、聞いていきますけれども、今

日は豊後牛について、これはいい機会なのでブ

ランディングを目指すということですけれども、

全国でぽっと今見たら、２８０ブランドぐらい

あるそうなんですね。その豊後牛がブランディ

ングとしてどの辺を目指すのか、流通量がどう

いうふうになるのか、値段が高いところがどれ

ぐらいのレベルという、そういうのがあるのか

どうかというのを教えてください。

それと、さきほど言いましたけれども、地元

のことですので、外にサポーターショップを用

意するというのはあるんですけれども、これを

内向きの考え方、大分市内でこれを展開されて

いるのか、していく考えはないのかというのを

教えてください。

おおいた豊後牛の取扱い認河野畜産振興課長

定店舗は、県内でも小売りで１１５店舗、飲食

や旅館でもそれぞれ５４と２８店舗、県外でも

飲食の方で３０店舗と、取扱い店舗数は年々増

えてきています。確かにどこでもすぐに豊後牛

を見かけるというのはないんですけれども、マ

ーケター等が頑張って、県内県外ともにおおい

た豊後牛を取り扱っている店舗数は着実に増え

ています。

それから、今まではおおいた豊後牛の４等級

以上を「頂」という形にしております。またそ

れ以外に、オレイン酸が５５％以上あった場合

に「豊味い（うまい）の証」という形でやって

いたんですけれど、うまいの漢字が読めないと

か、そういうことで、おおいた豊後牛「頂」と

「豊味いの証」が乱立して、一つの大分県の豊

後牛がうまくいっていないということがありま

すので、今年度、クリエーターにきっちり任せ

て、県内外に通用する大分生まれの大分育ちと

いう大分の牛をサポートしていきたいと思って

います。

豊後牛に限ったことではないですけ桑原委員

れども、ブランディングしようとするものに対

して、やはり現地に行って食べられるというか、

神戸に行ったら神戸牛と、どこの店舗もずらっ

と並んでいますよね。だから、取り扱ってくれ

というだけじゃなくて、例えばそういう露出も

しっかりしていくような指導も一緒にしていた

だきたいなと思います。要望です。

そのほか、委員の皆さまよろしいで森委員長

しょうか。

〔「なし」」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これを森委員長

もちまして平成３０年度の行政組織及び重点事

業等についてを終了します。

次に、執行部より報告をしたい旨の申出があ

りましたので、これを許します。

まず、①と②の報告をお願いします。

それでは、農林水産委安藤農林水産企画課長

員会資料の３４ページをお願いいたします。

おおいた農林水産業活力創出プラン２０１５

の目標指標であります、農林水産業による創出

額の平成２８年実績がまとまりましたので御報

告をさせていただきます。

この創出額は、農林水産業と農山漁村が産み

出す価値を総合的に捉えたもので、農商工連携

や水田のフル活用、農山漁村の活性化などの施

策効果を的確に把握するため、国が公表する農

林水産業産出額に、県で調査した食品加工や直

売所による付加価値額、日本型直接支払などの

交付金を加えた本県の独自指標となります。な

お、創出額の諸元については、次ページに示し

ておりますので、後ほど御覧いただきたいと思

います。

３４ページ表の左から２列目の一番上、２,

２６７億円が平成２８年の創出額であり、前年

に比べ３５億円増加しております。

主な内訳ですが、一行下の農林水産業産出額

１，９３７億円を分野別に見ますと、農業では、

米の作況回復や園芸品目の生産拡大、子牛価格

の高騰等により５２億円の増、林業でも新たに

稼働したバイオマス発電所向けの木材供給が堅

調に推移したことにより５億円増加しました。

水産業においては、養殖ブリの単価安や養殖ク

ロマグロの大口生産者の生産縮小により２８億

円減少しましたが、農林水産業産出額の全体で

は前年に比べ２９億円の増加となっております。

中ほどの付加価値額では、２億円増加の２２
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４億円となっております。これは、カット野菜

やブリフィレ加工の拡大により食品加工が増加

したことによるものでございます。

下段の交付金等につきましては、飼料用米等

の作付拡大により、前年に比べ４億円増の１０

６億円となっております。

こうした要因により、平成２８年の創出額は、

２,２６７億円となりましたが、昨年度末に上

方修正した新たな創出額目標２，５００億円を

少しでも早く達成できるよう、関係者一丸とな

って農林水産業の振興に取り組んでまいります。

続きまして、黄緑色の冊子で、アクションプ

ラン２０１８について御報告します。

これは、おおいた農林水産業活力創出プラン

２０１５に掲げております目標の達成に向けて、

平成３０年度の具体的な取組手法と指標を明ら

かにした行動計画として作成したものです。

表紙裏側の１ページをお開きください。

下段のⅠ構造改革の更なる加速を御覧くださ

い。

まずは、水田農業の構造改革です。

県では昨年度を水田畑地化元年と位置付け、

園芸品目への転換を進めてまいりました。いよ

いよ米の生産調整が廃止される本年度は、この

流れを加速するため、畑地用農地の確保に向け、

各種協力金の拡充や農家負担が不要となる農地

中間管理機構を通じた基盤整備を行うとともに、

園芸品目の導入に際しては、リース方式での施

設整備により、初期費用の負担軽減を図ります。

２の変化に対応した先駆的な経営体の育成で

は、労働力の地域間調整を行う農業労働力確保

戦略センターの機能強化や担い手不在集落の営

農を支援する地域農業経営サポート機構の拡大

に取り組みます。

次のページ、３の将来を担う新たな経営体の

確保・育成では、全県下で就農可能な県域の白

ねぎ就農学校の設立やしいたけ版ファーマーズ

スクールの開講など、新規就農者の確保・育成

に向けた研修制度を充実いたします。

４の新たな需要を獲得する戦略的な海外展開

では、北米需要が拡大する養殖ブリの生産拡大

に向けた施設整備等に取り組みます。

次に、Ⅱのマーケットインの商品(もの)づく

りの加速です。

３０年度は、１の上から３番目にあります、

昨年末に初出荷した県産いちご「ベリーツ」の

生産・販売拡大に取り組むほか、おおいた豊後

牛では、全共日本一を好機と捉え、全国に通用

するリーディングブランドの創出やクリエータ

ー等を活用した販売戦略を展開してまいります。

次のページ、２の産地間競争に勝ち抜く生産

力の強化においては、園芸では、リース団地の

整備や果樹の未収益期間のリース料助成により、

戦略品目の産地拡大を図るとともに、加工・業

務用ニーズが拡大するキャベツ等の園芸戦略品

目ネクストについても産地づくりを進めてまい

ります。

林業では、コンテナ苗を活用した主伐・再造

林の一貫作業の普及や質・量共に日本一の乾し

いたけの生産拡大に向け、リース団地や人工ほ

だ場の整備などに取り組みます。

次に、こうした取組を支える、下段Ⅲの経営

マインドを持った力強い担い手の確保・育成に

ついてですが、１の上から２番目にあります農

業経営塾の開催や専門家派遣などを通じて、農

業経営体の法人化を進めてまいります。また、

裏面４ページ、３の次代の担い手を支えるシス

テムの強化では、ＩＣＴを活用した環境モニタ

リングシステムの導入や匠の技術の見える化な

どにより、生産性・品質の向上や新規就農者へ

の技術伝承を促進します。

次に、下段Ⅳの元気で豊かな農山漁村の継承

です。こちらは構造改革と対をなす本計画のも

う一つの柱の部分になります。九州北部豪雨災

害等からの迅速な復旧・復興に取り組むととも

に、直売所の集客力向上や災害に強い森林(も

り)づくり、農業利水施設等の保全対策、鳥獣

被害軽減に向けた防護柵の設置などを進めてま

いります。

このアクションブランを、農林水産部職員は

もとより、生産者や市町村、関係者などで共有

し、一丸となって取り組んでまいります。

今説明のありました報告の①、②に森委員長

ついて、質疑に入ります。
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委員の皆さま、質疑があればお願いします。

基本的なことで申し訳ないんですけ桑原委員

ど、創出額で、農山漁村が生み出す価値を総合

的に捉えるためという御説明でしたっけ。

（「はい」と言う者あり）ここに交付金が加え

られているその理由というか、目的を教えてく

ださい。

交付金は、直接支払交安藤農林水産企画課長

付金と米政策交付金の２種類ございます。それ

につきまして、一つは、米政策交付金等につき

ましては水田の活用により直接支払交付金等が

交付されております。これにつきましては、生

産者が農業に関わることで生み出す価値という

形ですので、収入等としても捉えられるという

形で入れております。

それからまた、直接支払交付金につきまして

は、多面的機能支払交付金とか中山間地域等直

接支払交付金であって、これは地域の農業者の

方々がそれぞれの努力によって地域を守ってい

っているということを含め、地域が生み出す価

値という形にさせていただきました。

すみません、一緒に聞けばよかった桑原委員

です。この創出額のうちの交付金の金額が毎年

大体どうなっているのかというのと、３５年に

２，５００億円でしたっけ、目指すという中で、

この交付金の割合というのは変わってくると考

えているのか、教えてください。

それとあと、これ非常に県として取り扱いや

すい、いい数字ということであるならば、例え

ば他県とかでこういうのを取り入れようという

流れがあるのか、それがないと比較もできませ

んので、県では比較の必要がないものと考えて

いるのか、その辺を教えてください。

申し訳ありません、交安藤農林水産企画課長

付金の推移については、調べて、また後ほど御

回答させていただきたいと思います。

それで、他県の類似のものがあるかという御

質問でございますけれども、これにつきまして

はございません。創出額という考え方自体が、

そういう考え方でないということでございます。

もう少し分かりやすく言う中島農林水産部長

と、米から、主食用米から転換していこうとす

るときにいくつか対応があって、例えば飼料用

米に変えようと、どんどん飼料用米に変えたと

きに、飼料用米の場合はそれは農業産出額に入

らないんですね。ですから、そういったところ

もあって、飼料用米に変えたときには飼料用米

交付金があるので、そういったところを加えて

いくと、農家の手取りがより分かるんじゃない

かと。水田畑地化を進めていく上でそういった

ところが分かるんじゃないか。当県のそういっ

た施策の方向性と、こういった数字の取り扱い

が合ってるんじゃないかというところもあって、

ここの分は取り入れていったというのが少し分

かりやすいかなと思います。（「じゃ、資料を

また下さい」と言う者あり）

じゃ、資料をよろしくお願いします。森委員長

申し訳ありません。平安藤農林水産企画課長

成２５年の実績が直接払いで３０億円、それか

ら、米政策交付金で６２億円ということでした。

合計が９２億円ということです。今、そういう

ことで米政策も転換等で多くなっておりますの

で、若干量的には増えてまいりますけれども、

比率的にはそう変わりはないと考えております。

ということは、３５年に向けて創出桑原委員

額は増やしていく中で、その交付金の割合は同

じということなのか、そこも増えていくという

ことでよろしいんですかね。

交付金については、例えば今、飼勝本審議監

料米の話が出ましたが、これについて反収は大

分県の場合ちょっと低いんですが、それを高め

ることによって、その見合いで交付金も増えて

いくこともございますので、そういう技術的な

背景で３５年の目標に向かって増えていくとい

うことが想定されています。

この２８年の創出額の県下の自治体土居委員

別のはあるんですか。

この産出額自体も、国安藤農林水産企画課長

の大きな統計数字を使って算出しておりまして、

市町村ごとというのはございません。

国の産出額の公表、例えば農業なら土居委員

２９年１２月２６日にしていますけど、これは

分かれているんじゃないですかね。

失礼しました。産出額安藤農林水産企画課長
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については全て市町村ごとに分かれているとい

うことでございます。

そのほか、委員さんございませんか。森委員長

〔「なし」と言う者あり〕

それでは御質疑がないので、③から森委員長

⑥の報告をお願いします。

県計画等の策定・変更スケ河野畜産振興課長

ジュールについて御説明いたします。

農林水産委員会資料の３６ページをお願いい

たします。

本年度、農林水産部では、大分県肉用牛振興

計画の改訂を予定しています。

この計画は、計画の概要にあるとおり、肉用

牛振興を図るため、生産基盤の強化など担い手

の育成等に向けた取組を進めるものです。現行

計画は、平成２６年から３０年までの５か年計

画であることから、今回、畜産を取り巻く環境

変化等を踏まえ、３１年から３５年までの計画

に改訂したいと考えています。

今後、関係団体等とも協議を進め、来年３１

年３月末をめどに作業を行う予定としており、

内容等がまとまり次第、報告をさせていただき

たいと思います。

資料の３７ペ小関新規就業・経営体支援課長

ージをお願いいたします。

農業分野の企業参入の実績について御報告い

たします。

２９年度の参入実績は、（１）の表の太枠に

ありますとおり、県外企業が７社、県内企業１

４社の２１社で、３年連続で２０社を達成し、

その横にお示ししているとおり、累計では２５

５社の参入となりました。

（２）の業態別で見ますと、販路があり農産

物と直接関係する食品関係が、表の上から６行

目の食品加工・飲食業４社と、その下の食品流

通・小売業７社を合わせて１１社と過去最高と

なっており、安全・安心な食材を自社調達する

動きが広がっていると考えられます。

参入効果ですが、一番下（４）でお示しして

いるとおり、産出額で約２５億４千万円、雇用

は常時雇用７２人、パート雇用１６０人の合計

２３２人、農地面積は耕作放棄地１５ヘクター

ルを含む１９２ヘクタールの活用が見込まれて

います。

なお、これまでの参入企業全体の２８年度の

産出額実績は約１２８億円と、本県の農業産出

額１，３３９億円の約１割を占めるまでになっ

ています。

次の３８ページには、参考までに２９年度に

参入した企業の概況をまとめています。今後も

農業分野への企業参入を促進し、力強い経営体

の確保・育成に力を入れていきます。

資料の３９ペ後藤おおいたブランド推進課長

ージをお願いいたします。

佐伯市に新たな地方卸売市場が開設されまし

たので御報告いたします。

まず、市場の概要ですが１を御覧ください。

今月、４月２日に、地方卸売市場佐伯青果卸売

市場協同組合として開設されました。所在地は

佐伯市大字長谷で、佐伯堅田インターチェンジ

に隣接しております。

次に、開設に至る経緯ですが２を御覧くださ

い。これまで佐伯市内には半径２キロメートル

内に卸売市場が３か所固まって存在し、経営上

非効率であり、また施設の老朽・狭隘化とあわ

せ、津波浸水のおそれもありました。そこで、

平成２８年１０月に策定した第１０次大分県卸

売市場整備計画において、この３市場を統合し、

地域拠点市場として佐伯青果市場の設置を決定

して、この度ようやく完成したところでござい

ます。

期待される効果としては３を御覧ください。

交通アクセスの向上により、東九州自動車道を

活用した広域的な集荷が可能な地域拠点市場と

して、また、市場統合により経営が効率化され、

持続可能なインフラとして生産者に利用されて

いくものと考えております。また、南海トラフ

地震などの大規模災害発生時には、佐伯市が隣

接地に整備する防災広場とともに、支援物資の

集積拠点として活用される予定でございます。

資料の４０ページをお加藤農村整備計画課長

願いいたします。

直轄海岸保全施設整備事業「西国東地区」が、

平成３０年度の新規事業地区として採択された
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ので御報告いたします。

まずは、１の地区概要でございます。

本地区は、昭和２１年度から４４年度にかけ

て、国直轄の干拓事業により堤防１４．５キロ

メートルが築堤され、背後地には５９２ヘクタ

ールの農地等が造成されており、現在、西日本

最大級の規模を誇る白ねぎ等の営農が展開され

ております。

次に、２の事業の目的でございます。

本地域は、南海トラフ地震等の影響を受ける

地域でありますが、堤防等の施設は必要な耐震

性能を有しておらず、地震による液状化も危惧

されています。また、台風などによる高潮・高

波により農作物の塩害等も生じております。こ

のため、海岸保全施設の耐久性の確保を目的と

し、堤防や樋門などの全面改修を行うものでご

ざいます。

次に、３の計画概要でございます。

干拓堤防の改修延長は、全体延長のうち海に

面した実線の部分、約７．３キロメートルで、

総事業費は２５０億円、事業工期は平成３０年

度から平成４８年度の１９年間の計画でござい

ます。なお、本年度予算につきましては、４億

４千万円で、調査・測量設計などを行う予定と

なっております。

県としては、この事業により、住民の生命・

財産や背後地に広がる優良農地を守る干拓堤防

の強靱化が大きく前進するものと考えています。

③から⑥までの報告が終わりました。森委員長

これより質疑に入ります。質疑がありました

らお願いします。

佐伯の卸売市場は、これは何か県と桑原委員

か市から助成やら何かあっているんですかね。

国庫事業で支後藤おおいたブランド推進課長

援しております。（「金額を」と言う者あり）

金額を、後藤課長お願いします。森委員長

工事費の２億後藤おおいたブランド推進課長

７，９００万円の約３分の１、１０分の３、正

確な数字は８，７００万円ぐらいだと思います

けれども、支援しています。

申し訳ございません。安藤農林水産企画課長

さきほどの交付金の額の関係、もう一度説明さ

せてください。

委員から御質問がありましたけれども、当初

の見直し前の３５年の交付金の目標は、直接支

払交付金が３６億円、米政策交付金が４７億円

でございました。これに対して、今お手元にお

配りしている目標値は、直接支払交付金は３６

億円、米政策交付金は７７億円ということです。

これは、直接支払交付金はほぼ変わらない額、

米政策交付金は、さきほど審議監からも御説明

した、そういう取組の強化等もございまして、

伸びてくるだろうということで産出額を上げて

おります。申し訳ございませんでした。

創出額について、よろしいですかね。森委員長

飼料米が産出額に含まれないという桑原委員

のは、どういうことなんですかね。

飼料米は、畜産の餌として使われ勝本審議監

るということで、それ自体が物としての消費じ

ゃなくて、そのお金は畜産販売するときに全部

回収されるということです。要するに飼料米は

牛しか食べないので、それの経費として計上す

るため、最終的にはそれを産出額にしてしまう

と二重になるので、できないということでござ

います。

そのほかよろしいですか。森委員長

〔「なし」と言う者あり〕

御質疑等もないようですので、以上森委員長

で諸般の報告を終わります。

この際、委員の皆さまから何かございません

か。

〔「なし」と言う者あり〕

執行部の皆さま、よろしいでしょう森委員長

か。

〔「ありません」と言う者あり〕

それでは、特にないようですので、森委員長

これをもちまして農林水産部関係の審査を終わ

ります。

執行部の皆さま、お疲れさまでした。

委員の皆さんは、この後協議がありますので

お残りください。ありがとうございました。

〔農林水産部退室〕
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次に、協議事項に入ります。森委員長

県内所管事務調査及び県外所管事務調査につ

いてですが、事務局に一括して説明させます。

〔事務局説明〕

まず、県内調査についてですが、こ森委員長

の案で決定してよろしいでしょうか。

〔「はい」という者あり〕

それでは、５月３０日については、森委員長

Ｂ案の中津市耶馬溪町金吉地区の山腹崩壊の現

地調査を行う行程で実施することとします。

欠席や別行動となる場合は、その都度、早め

に事務局に連絡してください。

また今後、調整が必要な場合は私に御一任い

ただきたいと思います。

それから、県内調査の際の服装については、

委員会としてある程度統一する必要があると思

います。昨年は、上着だけ県議会のジャンパー

という服装だったと聞いております。今年はい

かがいたしましょうか。

〔委員協議〕

それでは、災害現場については、県森委員長

議会のジャンパーを着用することとし、それ以

外の日程ではクールビスでの対応といたします。

事務局は委員あての通知で、県議会のジャンパ

ーが必要な日が分かるように知らせてください。

（「はい」と言う者あり）

次に、県外調査の日程などについて、御協議

願いたいと思います。

日程や調査箇所は、いかがいたしましょうか。

〔委員協議〕

それでは、県外所管事務調査につき森委員長

ましては、８月２２日から２４日までの３日間

の日程で実施することとし、ただいま御提案い

ただきました趣旨に沿いまして事務局に実施案

を作成させます。

なお、細部については、私に御一任願います。

最終的には、第２回定例会の常任委員会で行

程を決定したいと思います。

以上で予定されている案件は終わりました。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

以上をもって、委員会を終わります。森委員長

お疲れさまでした。


